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経営一言：人生はまさに「選択」と「挑戦」の連続です。私自身、大学への入学も企業

への就職も、自分自身を成長させる為の大きな「選択」であり「挑戦」でした。 

（野村不動産ホールディングズ㈱ 代表取締役社長 沓掛 英二氏） 

－所長コメント：幼少の頃や意思決定の出来なかった時は別として、意識を持つように

なってくると、全て自分自身が選んだものであり、自己責任です。人生は目的・目標達

成のための選択の連続です。－ 

 

 

ＫＮＣ ＮＥＴＷＯＲＫ ＮＥＷＳへのご意見・ご質問・ご感想は 

０６－６３０４－７８５７ または ｋａｉｋｅｉ＠ｋｎｃｃ．ｃｏ．ｊｐ  

までお寄せください。 

マッサージでも治療目的なら医療費控除  《税務》 

 医療費控除は基本的にい医師による診療や治療を受けたとき

に利用できる制度で、「６０分２９８０円」などの看板を掲げえてい

る民間マッサージ屋で施術を受けたときの費用は控除対象には

なりません。ですが、マッサージの中でも、あんまマッサージ指圧

師、はり師、きゅう師、柔道整復師が行う、病気やケガの治療を

目的としたものであれば費用を所得から控除することが可能で

す。 

 控除できるかどうかの境界線は必ずしも明確ではありません

が、単に疲れを癒すものや体調を整えるものは対象外となりま

す。例えば「定期的にマッサージを受けないと体調が悪くなりやす

い」といった理由で受ける施術では、医療費控除の適用について

税務署に納得してもらうのは難しいです。何らかの症状を治す治

療の意味合いがあることを証明できるかどうかがポイントになりま

す。 

 

残業社員、食事を会社が差し入れ  《税務》 

 会社に食事代を出してもらう社員は、会社支出分が食事の価

格の半分を超えているか、もしくは１カ月当たりの会社負担分（食

事の額－社員負担分）が３５００円を超えていると、会社から経済

的利益を受けたと税務上ではみなされ、その分が給与として課

税されます。 

 残業や宿日直をするときに会社が負担する食事代はその例外

です。年末年始に残業せざるを得なかった社員に会社の全額負

担で食事を支給しても、給与として源泉徴収する必要はありませ

ん。 

 

現代の物流事情  《経営》 

古来、「只今お届けします」と言って中々届けない問屋をことわ

ざで「問屋（といや）の只今」と言いました。事業者に原材料や商

品等を配送する業務も増えていますが、家庭等に商品を届ける

宅配はさらに増えています。これまでは個人が買物をすると家ま

で持ち帰る事が通常でしたが、通販に代表されるように、販売後

の配達が急増しています。 

例えば、Ｘ社（食材の卸会社）の売上は近年伸びていますが、

日常の配送業務が予定通りに進まず、次のように物流経費が嵩

んで業績が下がっています。第一に、お客様が小口配送（手持ち

在庫を減らす）を望むため、売上高の割に配送頻度が高い。第二

に、納品の時間指定や作業負担が大きくなり、残業時間が増えて

いる。従業員の待遇が労働負担の割に悪いためか、人材確保が

難しい。第三に、物流経費の負担率が年々上がっている。従業員

が不足して派遣社員によって配送業務を行ったため、採算性を圧

迫している。 

従来、卸会社の仕事は新規売上開拓や粗利益率管理等が重

視されていましたが、現代の業務は物流機能（受発注、在庫管

理、ピッキング作業、配送・納品作業等）がより重要になっていま

す。スムーズな物流の要件は多々ありますが、特に人員の確保

及び人材育成等、「ヒト」に関する資源を充実させる経営戦略の

必要性が一層高まっています。 

 

生命保険の相続非課税枠  《相続》 

 生命保険の死亡保険金は相続税の課税対象ですが、残された

家族の生活を保護するという役割を踏まえて、他の財産から独

立した「500 万円×法定相続人の数」の非課税枠が設けられてい

ます。例えば妻１人、子２人なら、法定相続人は３人で、1500 万

円の生命保険を相続財産から割り引けるため、生命保険は他の

財産と比べてかなり有利と言えるでしょう。注意したいのは、この

1500 万円は相続人１人ずつに与えられた非課税枠ではなく、支

給された生命保険金の全額にかかる枠だということです。妻が保

険金 1000 万円、子２人がそれぞれ 500 万円を受け取った時、３

人とも相続税を納めなくてよいかといえばそんなことはありませ

ん。 

 では実際には、非課税枠 1500 万円を３人でどう分けるのでしょ

う。非課税枠は、それぞれが取得した保険金の割合に応じて按分

されます。前述の妻１人子２人のケースで、保険金が総額2000万

円だとすると、妻はそのうち半分の当たる 1000 万円を取得したの

で、妻の非課税枠は 1500 万円の半分の 750 万円となります。取

得した 1000 万円から 750 万円が差し引かれ、250 万円が相続税

の課税対象となります。また、子２人は、2000 万円のうち４分の１

にあたる 500 万円ずつを取得したので、非課税枠 1500 万円のう

ち４分の１となる３７５万円が差し引かれ、それぞれ１２５万円に相

続税が課されることになります。 

 

 

気になる記事：１７年、熱狂なき世界株高。時価総額２１％増 

 ２０１７年は金融緩和であふれるマネーがあらゆる資産に流れ込んだ。世界３０カ国以上の株価指数が最高値を更新。世界株の時価総額は８

４兆ドル（９５００兆円）と１年で１５兆ドル（２１％）拡大した。債券や原油、金も同時に買われた。日経平均株価は２万２７６４円で取引を終えた。

年間の上昇幅は３６５０円（１９％）に達した。 

 

謹賀新年 

年頭に際し、益々のご発展をお祈り申し上げます。本年もあらゆる角度から皆様のお役に立てますよう努める所存でございます。 

どうぞよろしくお願い申し上げます。 

 


